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2025 年度教職課程自己点検について 

 

大阪女学院大学・短期大学の教員養成センターでは、2022 年度より教職課程の自己点検

を行い、今回で４回目となる。2022 年度に実施した自己点検の形を踏襲し、全私教の示す項

目から 31項目について前年度と同様に教員養成センターに所属する教職員 7名（教員 6名、

職員 1 名）が評価を回答した。2025 年度は２０２４年度と同様に、さらにその結果についてワー

キンググループにおいて改めて全体の評価コメントの見直しを行い、領域ごとに意見交換やま

とめを行った。評価は 4 段階（4：充分できている、3：できている、2：一部できている、1：ほとん

どできていない、）で行い、各自の判断が難しい場合は「0：無回答」としている。それぞれの項

目について、本学の状況（できていること）と（課題）を記述式で回答するよう求めた。 

2025 年度の自己点検の結果については、項目ごとの平均値とコメントについて公表してい

る。また、それらをまとめる形で領域ごとにサマリーを掲載している。4回目の自己点検では、グ

ループで改めて話し合うことにより、共通の認識や認識の違いなどを発見し、また共有すること

ができた。2026 年度についてもさらに注意深く取り組みを進める所存である。 

 

教員養成センター長 

大塚朝美 

 



2025年度 教職課程自己点検のまとめ 

 

1教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協同的な取り組み 

1-1 教職課程教育の目的 ・ 目標の共有①～③ 

 

【本学の状況（できていること）】 

本学では、教職課程の目的・目標および育成を目指す教師像について、教職課程ガイダンスや履修指導

を通して学生へ周知するとともに、教職課程担当教員間で共有を図っている。また、GPAや TOEIC等の

基準を設定し、教職課程における学修到達目標の明確化と学修成果の可視化に努めている。学生に対し

ては、教職科目の履修条件を説明会などで提示して目標を明確化している。 

 

【今後の課題】 

今後は、教職課程の目的・目標と各授業科目との関連をより明確に示し、学生が自身の成長や学修

成果を主体的に把握できる仕組みを充実させる必要がある。 

 

 

1-2 教職課程に関する組織的工夫①～⑥ 

 

【本学の状況（できていること）】 

本学の小規模組織の強みを活かし、研究者教員と実務家教員および事務職員が連携し、定期的な会議の

場だけでなく、日常的に情報共有を図っており、協力体制が整っている。また、ICT環境や施設設備の

整備、授業評価アンケートの実施、自己点検・評価活動の継続的な実施などを通して、教育の質保証と

改善に取り組んでいる。授業評価アンケートを通して、授業・カリキュラムの工夫を継続的に行い、本

学のホームページや年度末に発行している、機関誌で教員養成の状況を広く公表している。 

 

【今後の課題】 

今後は、非常勤講師を含めた教職員間の情報共有や連携体制をさらに強化するとともに、教職課程に特

化した FD・SD活動を充実させる必要がある。また、全館 Wi-Fi環境が整えられているが、Wi-Fi環境が

少々脆弱な教室もあるので、改善を求めたい。 

 

 

2.学生の確保・育成・キャリア 

2-1 教職を担うべき適切な人材 (学生)の確保・育成①～④ 

 

【本学の状況（できていること）】 

本学では、大学案内、ホームページ、オープンキャンパス等を通して教職課程の特色を積極的に発

信している。また、履修要件の設定や履修カルテを活用した継続的な指導により、教職を担うにふ

さわしい資質・能力を有する学生の育成に努めている。少人数教育の特色を生かしたきめ細かな指



導も行われている。教職課程で学ぼうとする学生は大変意欲が高く、教員としての適性を持ち合わ

せている。少人数でディベート・ディスカッション・模擬授業等を経験することにより、教員とし

ての資質や能力を育成している。 

 

【今後の課題】 

外国ルーツの学生の比率が年々高くなり、日本語指導の必要性や多様な背景を持つ学生への支援体

制をさらに充実させる必要がある。また、教職への適性や意欲を多面的に評価しながら育成を行う

仕組みの充実が求められる。教職をめざそうという学生は減少しつつある。 

 

 

2-2 教職へのキャリア支援①～⑤ 

 

【本学の状況（できていること）】 

本学では、教職勉強会、教育実習報告会、卒業生教員による講演会等を実施し、学生の教職への意

欲向上とキャリア形成を支援している。教職勉強会においては外部大学から講師を招き講演会を実

施したり、教育実習の報告会を行ったりと、これから実習に行く４年生、３年生に先行予備知識の

習得と教職に対するモチベーションを向上させる機会を与えている。教職実践演習において、卒業

生の現職教員や学校管理職経験のある教員が講義を行い、学校現場の現状と課題等についても学ぶ

ことができる。また、近隣中学校でのインターンシップ、聴覚支援学校見学、少年補導センター指

導員の講演等、外部人材を活用することにより、適切なキャリア支援を行っている。 

 

【今後の課題】 

今後は、学生一人ひとりの進路希望や適性に応じた個別支援をさらに充実させるとともに、キャリ

アサポート部門との連携を強化する必要がある。また、卒業生とのネットワークを活用した継続的

なキャリア支援体制の整備が課題である。 

 

 

3教職課程カリキュラムの編成・実施 

3-1 教職課程カリキュラムの編成・実施①～⑧ 

 

【本学の状況（できていること）】 

本学では、教職課程コアカリキュラムに対応した教育課程を編成し、教科専門科目と教職専門科目

との連携を図りながら教育を実施している。また、ICTを活用した授業や模擬授業、アクティブ・

ラーニングを積極的に取り入れ、実践的な指導力の育成に努めている。教育実習に向けては GPAや

TOEIC による履修条件を設定するとともに、履修カルテを活用しながら継続的な指導を行ってい

る。 

 

 



【今後の課題】 

今後は、ICTや AIをはじめとする教育環境の変化に対応しながら、教職課程の内容を継続的に改善

していく必要がある。また、履修条件や学修成果の周知をさらに徹底するとともに、履修カルテを

活用した学修成果の把握と評価の充実を図ることが求められる。 

 

 

3-2 実践的指導力育成と地域との連携①～⑤ 

 

【本学の状況（できていること）】 

本学では、教育実習、介護等体験、教育インターンシップ、模擬授業等を通して、実践的指導力の

育成に取り組んでいる。また、実習校や教育委員会との連携のもと、教育現場における実践的な学

びの機会を提供している。少人数教育の特性を生かし、学生一人ひとりに対して丁寧な指導を行う

ことで、教育現場への理解を深めている。 

 

【今後の課題】 

今後は、教育委員会や実習校との連携をさらに強化し、地域の教育課題に対応できる実践的指導力

の育成を進める必要がある。また、履修学生数の減少により、模擬授業や協働的な学習活動の実施

が難しくなる場面もあるため、実践的な学びを維持・充実させるための工夫が求められる。 

 



教職課程の自己点検・評価ガイドライン (文科省　教職課程の質保証のためのガイドライン検討会議　令和3年5月7日）　　

評価　4：充分できている　 3：できている　 2：一部できている 　1：ほとんどできていない  0 :無回答(わからない）

連
番

基準領域1～3 基準項目 ➡全私教 全私教 観点 回答数 評価
本学の状況（できてい
る）

本学の状況（課題）

1 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

 1-1 教職課程教
育の目的 ・ 目標
の共有

1-1-① 1-1-①課程教育の目的・目標
を、 「卒業認定・学位授与の方
針」及び「教育課程編成・実施
の方針」 等を踏まえて設定し、
育成を目指す教師像とともに学
生に周知している。

7 3.14

目的、目標を「学位授
与の方針」及び「教育
課程編成方針」 等を踏
まえて設定し、育成を
目指す教師像とともに
学生に周知している。

留学生や日本語理解が
十分でない学生への周
知が課題である。

2 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

 1-1 教職課程教
育の目的 ・ 目標
の共有

1-1-② 1-1-②育成を目指す教師像の実
現に向けて、関係教職員が教職
課程の目的・目標を共有し、教
職課程教育を計画的に実施して
いる。

7 3.43

定期的に教員養成会議
を開催し、本学の教職
課程教育の目的と目標
を共有している。

教職科目を担当する専
任教員の間では教職課
程の目的・目標を共有
し、確認する機会があ
るが、非常勤の教員と
定期的に確認できる機
会はない。

3 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

 1-1 教職課程教
育の目的 ・ 目標
の共有

1-1-③ 1-1-③ 教職課程教育を通して育
もうとする学修成果 (ラーニン
グ・アウトカム) が、 「卒業認
定・学位授与の方針」を踏まえ
て具体的に示されるなど、 可視
化を図っている。

7 3.71

教職科目の履修条件は
説明会などで提示し、
GPAやTOEICの点数な
どで可視化を図ってい
る。

GPAやTOEICの基準を
示しているが、周知が
不十分である。常に基
準を確認できる方法が
必要である。

4 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

1-2 教職課程に
関する組織的工
夫

1-2-① 1-2-① 教職課程認定基準を踏ま
えた教員を配置し、 研究者教員
と実務家教員及び事務職員との
協働体制を構築している。

7 3.86

研究者教員と実務家教
員及び事務職員の三者
が連携し、定期的な会
議の場だけでなく日常
的に情報共有を⾏って
おり、協⼒体制が整っ
ている。

入学生並びに事務職員
数の減少し、共同体制
の再構築が求められ
る。

5 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

 1-2 教職課程に
関する組織的工
夫

1-2-② 1-2-② 教職課程の運営に関して
全学組織 (教職課程センター等)
と学部(学科)の教職課程担当者
とで適切な役割分担を図ってい
る。

7 3.71

小規模組織の強みを活
かして、教員養成セン
ターと学部との連携が
十分になされている。

⼩規模な組織であるた
め適切な連携が図られ
ている。しかし、留学
生の履修生が増加した
ため、より密接な連携
が必要である。

6 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

1-2 教職課程に
関する組織的工
夫

1-2-③ 1-2-③ 教職課程教育を行う上で
の施設・設備が整備され、ICT
教育環境の適切な利用に関して
も可能となっている。

7 3.71

全館Wi-Fi環境が整えら
れ、全学⽣がタブレッ
ト端末を使⽤して授業
を受け、発表なども
⾏っており、ICT環境は
整っている。またコン
ピュータルームも5室あ
り、1室は⾃習室として
開放している。

動画視聴中にフリーズ
したり、反応が遅く
なったりするなど、Wi-
Fi環境が少々脆弱な教室
もあるので、改善を求
めていきたい。

7 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

1-2 教職課程に
関する組織的工
夫

1-2-④ 1-2-④ 教職課程の質的向上のた
めに、 授業評価アンケートの活
用を始め、 FD (授業・カリキュ
ラム改善、教育・学生支援体制
の整備等) やSD (教職員の能力
開発) の取り組みを展開してい
る。

7 3.29

授業評価アンケートを
通して授業・カリキュ
ラムの改善を継続的に
展開している。

教職勉強会において外
部講師の講演を行った
が、教職課程に特化し
たFD、SDは定期的に行
われていない。
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教職課程の自己点検・評価ガイドライン (文科省　教職課程の質保証のためのガイドライン検討会議　令和3年5月7日）　　

評価　4：充分できている　 3：できている　 2：一部できている 　1：ほとんどできていない  0 :無回答(わからない）

連
番

基準領域1～3 基準項目 ➡全私教 全私教 観点 回答数 評価
本学の状況（できてい
る）

本学の状況（課題）

8 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

1-2 教職課程に
関する組織的工
夫

1-2-⑤ 1-2-⑤ 教員養成の状況について
の情報公表を行っている。

7 3.71

本学のホームページで
教職に関する情報を公
開しており、内容も定
期的に更新されてい
る。また、年度末に発
行している機関誌で教
員養成の状況を広く公
表している。

情報公開の周知をさら
に進める必要がある。

9 1教職課程に関わる
教職員の共通理解
に基づく協同的な
取り組み

1-2 教職課程に
関する組織的工
夫

1-2-⑥ 1-2-⑥全学組織（教職課程セン
ター等）と学部（学科）教職課
程が連携し、教職課程の在り方
により良い改善を図ることを目
的とした自己点検評価を行い、
教職課程の在り方を見直すこと
が組織的に機能しているか、こ
の自己点検評価を通じて機能し

7 3.29

自己点検評価を毎年定
期的に行って、改善を
図っている。

自己点検評価を基にし
て、改善点を教員養成
センターのメンバーで
話し合う。

10 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-1 教職を担う
べき適切な人材
(学生)の確保・
育成

2-1-① 2-1-① 当該教職課程で学ぶにふ
さわしい学生像を「入学者受入
れの方針」 等を踏まえて、 学
生の募集や選考ないしガイダン
ス等を実施している。

7 3.17

オープンキャンパスや
パンフレット、高校訪
問などで、教職課程の
周周知を行っている。

学生の全体数が少ない
ことに加えて留学生の
占める割合が増加傾向
にあることから教員志
望の学生がより少なく
なっている。

11 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-1 教職を担う
べき適切な人材
(学生)の確保・
育成

2-1-② 2-1-② 「教育課程編成・実施の
方針」 等を踏まえて、教職を担
うにふさわしい学生が教職課程
の履修を開始 ・ 継続するため
の基準を設定している。

7 3.17

教職課程の説明会や教
職勉強会の機会に、教
職を担うべき学生像を
示している。GPA及び
TOEICのスコアにより
教職課程の履修に制限
をかけている。

外国ルーツの学生比率
が年々高まっており、
日本語能力の獲得が課
題となっていることか
ら、教職を目指す学生
数が減ってきている。

12 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-1 教職を担う
べき適切な人材
(学生)の確保・
育成

2-1-③ 2-1-③ 「卒業認定・学位授与の
方針」 も踏まえて、 当該教職
課程に即した適切な規模の履修
学生を受け入れている。

6 3.17

履修学生は少ないが、
その分模擬授業の回数
も多くなり、講義中の
発言回数も多くなるこ
とから、十分に行き届
いた指導ができてい
る。

今年度は短期大学の教
職履修学生２年生がが
１人ということもあ
り、学生同士の協同や
ディスカッションが困
難な状況となってい
る。

13 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-1 教職を担う
べき適切な人材
(学生)の確保・
育成

2-1-④ 2-1-④ 「履修カルテ」 を活用
する等、 学生の適性や資質に応
じた教職指導が行われている。

7 2.71

デジタル化した教職履
修カルテで教員と学生
間のやりとりをしてい
る。学生の適性や資質
に応じた教職指導は行
われている。

「カルテ」の活用法な
どの統一した使用途を
作成することを推奨す
る。

14 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-2 教職への
キャリア支援

2-2-① 2-2-① 学生の教職に就こうとす
る意欲や適性を把握している。

7 3.33

学生に模擬授業を行わ
せることにより、教職
の授業において各学生
の教職に就こうとする
意欲の変化や適性を把
握している。

３人のうち１人は民間
の企業に就職した。残
念ではあるが、教職で
学んだ知識や手法を是
非企業でも活用してほ
しいと願う。
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教職課程の自己点検・評価ガイドライン (文科省　教職課程の質保証のためのガイドライン検討会議　令和3年5月7日）　　

評価　4：充分できている　 3：できている　 2：一部できている 　1：ほとんどできていない  0 :無回答(わからない）

連
番

基準領域1～3 基準項目 ➡全私教 全私教 観点 回答数 評価
本学の状況（できてい
る）

本学の状況（課題）

15 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-2 教職への
キャリア支援

2-2-② 2-2-② 学生のニーズや適性の把
握に基づいた適切なキャリア支
援を組織的に行っている。

7 3.50

高校に勤務した経験が
ある教員がキャリア支
援を行なっている。ま
た、卒業生の現職教員
を招いて講演してもら
ことにより、実践的な
キャリア支援を行なっ
ている。

進路サポートととの一
層の連携が必要。

16 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-2 教職への
キャリア支援

2-2-③ 2-2-③ 教職に就くための各種情
報を適切に提供している。

7 3.50

教職勉強会で大学の先
生による講演や教育実
習生の報告会を行うこ
とによって、教職希望
者に対して情報を適切
に提供している。

講師登録の方法・登録
用紙についてが各教育
委員会が変更してお
り、正確な情報把握が
課題。

17 2.学生の確保・育
成・キャリア

2-2 教職への
キャリア支援

2-2-④ 2-2-④ 教員免許状取得件数 教
員就職率を高める工夫をしてい
る。

7 3.17

教職実践演習等の授業
で、卒業生の現職教員
の講演や元管理職の本
学教員の講演を開催
し、キャリアに対する
意識を高め免許状取
得・教員就職率を⾼め
ている。

さまざまな対応を行っ
ているが、TOEIC、
GPAなどの条件で断念
する学生も一定数い
る。

18 2.学生の確保・育
成・キャリア

 2-2 教職への
キャリア支援

2-2-⑤ 2-2-⑤ キャリア支援を充実させ
る観点から、教職に就いている
卒業生や地域の多様な人材等と
の連携を図っている。

7 3.00

地域の小中学校でのイ
ンターンシップへの参
加を推奨し、意欲向上
を図っている。また、
少年補導センターの職
員の講演、聴覚支援学
校見学など、教職につ
いての意識を高めるこ
とができた。

一部の授業で卒業生を
招いているが、もう少
し広く共有できるとよ
い。

19 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-① 3-1-① 教職課程科目に限らず、
キャップ制を踏まえた上で卒業
までに修得すべき単位を有効活
用して、建学の精神を具現する
特色ある教職課程教育を行って
いる。

7 3.43

教職課程は、英語によ
る専門的な学びを通し
て国際社会で活躍でき
る女性の育成を目指す
とともに、キリスト教
に基づく建学の精神を
具現化する教養教育と
一体化した教育課程の
中に位置づけられてい
る。したがって、教職
課程は大学の教育理念
と深く結びついてお
り、人間理解を重視す
る教育の一部として編
成されている。

建学の精神と英語科目
の関係には一定の共通
理解があるが、履修者
にもあらためて考えさ
せるような時間を持て
るとよい。
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教職課程の自己点検・評価ガイドライン (文科省　教職課程の質保証のためのガイドライン検討会議　令和3年5月7日）　　

評価　4：充分できている　 3：できている　 2：一部できている 　1：ほとんどできていない  0 :無回答(わからない）

連
番

基準領域1～3 基準項目 ➡全私教 全私教 観点 回答数 評価
本学の状況（できてい
る）

本学の状況（課題）

20 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-② 3-1-② 学科等の目的を踏まえ、
教職課程科目相互とそれ以外の
学科科目等との系統性の確保を
図りながら、コアカリキュラム
に対応する教職課程カリキュラ
ムを編成している。

7 3.50

学部の英語教育カリ
キュラムには、英語教
員養成に必修のコンテ
ンツベースによる英語
の四技能の修得とコ
ミュニケーション力を
育成する科目群が多く
配置されている。英語
文学、異文化理解科目
が教養教育や専門科目
に系統的に配置されて
いる。コアカリキュラ
ムに対応している。

どのようにコアカリ
キュラムに対応するの
か、具体的に対応関係
を整理・可視化するこ
とが今後の課題であ
る。

21 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-③ 3-1-③ 教職課程カリキュラムの
編成・実施にあたり、教員育成
指標を踏まえる等、今日の学校
教育に対応する内容上の工夫が
なされている。

7 3.57

教員の育成に関する基
準や指標は、教職に関
する科目群のなかで示
されており、学校教育
のニーズや課題に応じ
た内容、時代や教育環
境の変化に合わせて教
員養成の内容が適切に
フォローされている。

学校現場では様々な問
題が生起しており、新
たな法も制定されてい
る。教職科目間での連
携が必要である。
「こども性暴力防止
法」の施行に伴う対応
についても、今後の課
題である。

22 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-④ 3-1-④ 今日の学校におけるICT
機器を活用し、情報活用能力を
育てる教育への対応が充分可能
となるように、 情報機器に関す
る科目や教科指導法科目等を中
心に適切な指導が行われている｡ 7 3.43

教育の方法やICT活用の
理論と実践の授業で修
得した知識を応用しな
がら、英語科教育法や
事前及び事後 の指導な
どの授業で、実際にICT
を活⽤ した模擬授業を
⾏うなど機会を与 えて
いる。

中高の英語の授業にAI
を活用している事例が
増えているので、AIの
活用方法、効果につい
ての勉強会や研究会に
参加するなどして、情
報を共有するべきであ
る。AIの活用方法につ
いても課題である。

23 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-⑤ 3-1-⑤ アクティブ・ラーニング
(「主体的・対話的で深い学
び」)やグループワークを促す工
夫により、課題発見や課題解決
等の力量を育成している｡

6 4.00

1年次より学校全体で一
方通行の講義ではな
く、学習者主体のアク
ティブ・ラーニングの
形式を導入した課題発
見型、課題解決型の授
業を少人数で実施して
いる。

教職課程履修者の減少
から、1クラス当たりの
人数が少ない場合は工
夫が必要である。ま
た、学習者の授業外学
修時間を増加させ、授
業内で調査した内容を
共有する試みが望まし
い。
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評価　4：充分できている　 3：できている　 2：一部できている 　1：ほとんどできていない  0 :無回答(わからない）

連
番

基準領域1～3 基準項目 ➡全私教 全私教 観点 回答数 評価
本学の状況（できてい
る）

本学の状況（課題）

24 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-⑥ 3-1-⑥ 教職課程シラバスにおい
て、各科目の学修内容や評価方
法等を学生に明確に示してい
る。

7 3.86

Web上での公開に加
え、授業初回には
Google Classroomを通
じて、授業内容や評価
方法を明確に示したシ
ラバスを提供してい
る。また、模擬授業を
同一基準で評価する
ルーブリックを開発
し、運用している。

特に模擬授業の評価に
関してルーブリックを
作成し、同⼀基準で評
価する方法を模索して
いる。本学では留学生
の教職課程履修者が増
加しているため、明確
な目標を熟知すること
を希望しているため、
シラバスや評価方法の
明示的な伝達が不可欠
である。

25 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-⑦ 3-1-⑦ 教育実習を行う上で必要
な履修要件を設定し、 教育実習
を実りあるものとするよう指導
を行っている。

7 3.71

教育実習へ行くための
条件を設定
（TOEIC550点、
GPA3.0）しており、自
信をもって実習に臨め
る体制を整えている。
実習前の事前指導で教
育実習⽣としての心構
えと態度、SNSに関す
る指導 を⾏なってお
り、希望者には ⾯談も
⾏なっている。

GPAの基準については
周知が必要である。科
目等履修生や編入生に
対す要件の見直しも課
題である。

26 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-1 教職課程カ
リキュラムの編
成・実施

3-1-⑧ 3-1-⑧ 「履修カルテ」等を用い
て、 学生の学修状況に応じたき
め細かな教職指導を行い、「教
職実践演習」 の指導にこの蓄積
を活かしている。

6 2.14

デジタル化した「履修
カルテ」を用いて学生
に記録を促している。
教職実践演習の授業に
おいても活用してい
る。

教職実践演習の授業に
てカルテを使用してい
るが、学生が卒業後に
大学がどのようにカル
テを活用していくのか
はこれからの課題であ
る。

27 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-2 実践的指導
力育成と地域と
の連携

3-2-① 3-2-① 取得する教員免許状の特
性に応じた実践的指導力を育成
する機会を設定している。

7 3.71

中学校と高校の免許を
取得することから、学
校種に合わせた指導を
行っている。模擬授業
の機会を多く設け、教
育実習後には報告会を
大学と短期大学の学生
が合同で行っている。

中学に実習に行くケースが
ほとんどのため、やや中学
での指導が中心となる傾向
にある。

28 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-2 実践的指導
力育成と地域と
の連携

3-2-② 3-2-② 様々な体験活動 (介護等
体験、 ボランティア、インター
ンシップ等) とその振り返りの
機会を設けている。

7 3.57

介護等体験、教育イン
ターンシップの機会を
設けている。インター
ンシップの授業の後に
は、中学校や小学校の
教員を招いて報告会を
開いている。

授業科目としてのイン
ターンシップ以外にも
いろいろな機会や情報
を提供できることが望
ましい。また、参加し
た学生やこれから参加
予定の学生同士の交流
の機会を設けるなどが
今後の課題である。
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評価　4：充分できている　 3：できている　 2：一部できている 　1：ほとんどできていない  0 :無回答(わからない）

連
番

基準領域1～3 基準項目 ➡全私教 全私教 観点 回答数 評価
本学の状況（できてい
る）

本学の状況（課題）

29 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-2 実践的指導
力育成と地域と
の連携

3-2-③ 3-2-③ 地域の子どもの実態や学
校における教育実践の最新の事
情について学生が理解する機会
を設けている。

7 3.00

教育インターンシップ
を授業として開講して
おり、小学校と中学校
でインターンシップを
行う機会を設けてい
る。

インターンシップに関
する情報共有が不足し
ている。また、学生に
とってもより参加しや
すい機会を提供できる
と良い。

30 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-2 実践的指導
力育成と地域と
の連携

3-2-④ 3-2-④ 大学ないし教職課程セン
ター等と教育委員会等との組織
的な連携協力体制の構築を図っ
ている。

7 2.43

一部の市町村教育委員
会とは、連携が図られ
ている。

各市町村教育委員会と
の組織的な連携・協力
体制の構築は、引き続
き課題となっている。

31 3教職課程カリキュ
ラムの編成・実施

3-2 実践的指導
力育成と地域と
の連携

3-2-⑤ 3-2-⑤ 教職課程センター等と教
育実習協力校とが教育実習の充
実を図るために連携を図ってい
る。

7 3.43

教職員が実習期間に実
習校を訪問し、授業見
学を行っている。その
際に学校長や教頭先
生、実習担当教員や指
導教員と情報交換など
を行っている。

教育実習期間に問題が
起こった際の対処につ
いては、本学と実習校
との連携が重要となる
が、実際の連携につい
てはまだまだ課題が残
る。
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